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⺠間の資⾦、経営能⼒及び技術的能⼒を活⽤して公共施設等

の整備等の促進を図るための措置を講ずること等により、効率的か

つ効果的に社会資本を整備するとともに、国⺠に対する低廉かつ

良好なサービスの提供を確保し、もって国⺠経済の健全な発展に

寄与することを目的とする。

【PFI導入による期待される効果】

1. 国⺠に対して、安くて質の良い公共サービスが提供されること

2. 公共サービスの提供における⾏政の関わり⽅が改善されること

3. ⺠間の事業機会を新たに創り、経済の活性化に貢献すること

（PFI法第１条：目的）

ＰＦＩとは 〜PFI法（⺠間資⾦等の活⽤による公共施設等の整備等の促進に関する法律）〜



ＰＦＩとは 〜PFI法（⺠間資⾦等の活⽤による公共施設等の整備等の促進に関する法律）〜

公共施設
道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、⽔道、 下水
道、工業用水道 等

公用施設 庁舎、宿舎 等

公益的施設等
公営住宅、教育⽂化施設、廃棄物処理施設、医療
施設、社会福祉施設、更⽣保護施設、駐⾞場 等

その他の施設
情報通信施設、熱供給施設、新エネルギー施設、リ
サイクル施設、 観光施設 等

（PFI法第２条：公共施設等）



ＰＦＩとは 〜世界におけるインフラ投資の増加〜

 世界的にインフラの需要が高まっており多額の投資が必要。

（インフラ投資の主な手法）

「自己財源等での公共投資」 ＋ 「⺠間資⾦の活⽤の拡大」

新興国・途上国におけるインフラ需要・投資
の将来予測（2014－2020）

出典：経済産業省通商⽩書2016

需要
ギャップ



ＰＦＩとは 〜海外におけるＰＰＰ状況〜

 海外におけるＰＰＰによるインフラへの投資は年々上昇。

 市場はフランス等先進地域に限らず、発展途上国の大都市部等にまで普及。

出典：経済産業省通商⽩書2016

PPPによるインフラ整備 地域別資⾦動向（融資契約ベース） 年間のインフラ投資額とファイナンスの内訳

出典：経済産業省事業
「平成２７年度インフラシステム海外展開促進調査等事業」

（普及の背景）

①国連・世界銀⾏等国際機関（1990年代半ば以降）

・「従来型の⺠活」 → 「ＰＰＰによる水道インフラの整備・運営」

②「国連ミレニアム開発目標」(2000年）

・⼯業化等による⽔質汚染の懸念のない安全な飲料⽔の供給の実現

・衛⽣的な⽔処理に関連する上下⽔道の整備 出典：経済産業省事業
「平成23年度中⼩企業⽀援調査」



3
13

39
86

131

176

219

264

309
349

383
400

424
446

477
518

553

609

0
359

1,542
3,358

6,895
9,078

14,920

20,561

26,112

33,160

37,692
40,059

41,373
45,525

46,527
47,948

51,593
54,686

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

0

100

200

300

400

500

600

700

H11

年度

H12

年度

H13

年度

H14

年度

H15

年度

H16

年度

H17

年度

H18

年度

H19

年度

H20

年度

H21

年度

H22

年度

H23

年度

H24

年度

H25

年度

H26

年度

H27

年度

H28

年度

実施方針公表件数（累計） 契約金額（累計）

（事業数） （億円）事業数及び契約⾦額の推移（累計）

 H29.3.31現在の累計
 事業数：609件
 事業費：54,686億円

国内におけるＰＦＩの実施状況（参考） （出典）内閣府ＰＦＩ推進室 資料



分野別実施方針公表件数

（平成29年3月31日現在）

国内におけるＰＦＩの実施状況（参考） （出典）内閣府ＰＦＩ推進室 資料

工業用水分野
４件



ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（平成２９年度改定版）（出典）内閣府ＰＦＩ推進室 資料

 コンセッション事業の推進
 人口２０万人以上の地方公共団体

→ 優先的にＰＦＩ導入を検討するように「優先的検討規程」の作成・運用
 人口２０万人未満の地方公共団体にも適用拡大

→ ⼩規模⼯業⽤⽔道事業者も例外ではない



（出典）内閣府ＰＦＩ推進室 資料

コンセッション事業の推進に関する支援措置（参考：内閣府予算）
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 ⾼度経済成⻑期に整備された多くの⼯業⽤⽔道では、耐⽤年数を超過して使
用している施設の⽼朽化による漏⽔等による事故が増加。
 東日本大震災等の大規模地震によるユーザー企業の操業停止を回避するた
め、耐震対策が急務。
 受水企業の事業縮小や撤退等による需要の減少等により、事業者の経営状
況は厳しく、更新・耐震化が先送り。

直近10年で6２件

※東日本大震災による事故を除く

⼯業⽤⽔道施設の基幹管路の耐震化適合率
（⾏政事業レビューシート：政策評価測定指標より）
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工業用水道における課題
⼯業⽤⽔道施設の⽼朽化



事故事例

工業用水道における課題
⼯業⽤⽔道施設の⽼朽化



（出典：⼯業⽤⽔道事業法第２３条に基づく事業報告書より経済産業省作成）

5年で2%減

工業用水の需要の推（給水先数）

受水先での回収⽔率の⾼まりや、地域における⼤規模⼯場の縮⼩・撤退が進む中、

工業用水の需要は漸減傾向。

工業用水道における課題
工業用水道事業数等の推移と現在の財務状況
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工業用水道事業者の財務状況等

工業用水道事業の未処分利益剰余⾦の状況 ⼯業⽤⽔道事業の積⽴⾦の状況

（出典：工業用水道事業法第２３条に基づく事業報告書より経済産業省作成（平成２７年度末時点））

工業用水道事業の経営状況
（他会計補助を除く）

○工業用水道事業者の財務は、約４分の１が経常赤字、約４５％で積⽴⾦が無い

状況。

工業用水道における課題
工業用水道事業数等の推移と現在の財務状況
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出典：地方公営企業年鑑

工業用水道における課題
工業用水道事業者の職員数の推移

○職員数は１０年間で約２割減。

○団塊の世代が退職し、⼯業⽤⽔道事業の専⾨知識を持った熟練者が減少し、新規採

用数も減少する一方、事業者は２〜３年で職員を配置転換。このため、組織として専門

的な技術の伝承が困難に。



従来型ＰＦＩ方式と比較した公共施設等運営権（コンセッション方式）のメリット

地方公共団体
（工業用水道事業者）

公共施設等運営権者 受水企業
［鉄鋼・化学・紙 等］

運営権設定

・施設所有権を有しつつ運営リスクの一部移転
・運営権設定に伴う対価の取得【赤字補填財源の確保】
・所有する施設の⽼朽化・耐震化対策の促進
・技術⼒の確保、技術承継の円滑化【技術者確保】

⾦融機関・投資家のメリット

・運営権に抵当権設定が可能となり、⾦融機関の担保が安定化
・運営権が譲渡可能となり、投資家の投資リスクが低下

⾦融機関、投資家

運営権対価支払

企業のメリット

・低廉かつ良好なサービスを享受

・「官業解放」による地域における事業機会の創出
・従来型ＰＦＩ方式に比べ、事業運営・経営についての
裁量の拡⼤
・⼀定の範囲内での柔軟な料⾦設定
・運営権に抵当権の設定による資⾦調達の円滑化

融資・投資

サービス提供

料⾦⽀払

抵当権設定

⺠間事業者のメリット地方公共団体のメリット

内閣府PFI推進室HPを参考に作成

施設所有権

運営権



⽇本再興戦略2016（成⻑戦略） （平成28年６⽉２⽇閣議決定）

２－３．公的サービス・資産の⺠間開放（PPP/PFIの活用拡大等）P.163

(2) 新たに講ずべき具体的施策
・運営権者が水道法や工業用水道事業法（昭和33年法律第84号）上の認可を
取得する場合の具体的な申請⼿続や認可基準について、本年中に明確にした上
で地方公共団体等に周知する。

→工業用水道事業にコンセッション方式を導入しやすくする環境を整備するための
諸規程施⾏規則、告⽰）の改正を⾏った。（平成29年3月31⽇施⾏）

未来投資会議 （平成28年12月 第3回 ）

「工業用水のコンセッション方式具体的案件形成に向けた調査をしっかりとこれからやっていきたい」（世耕経済産業大臣 発言）

→コンセッション方式の案件形成に向けた導入可能性等調査５件を目標に実施 （平成28年度から平成30年度の３か年）

未来投資戦略2017（成⻑戦略）（平成２９年６⽉９日閣議決定)

工業用水道分野に関する最近の動向

PPP/PFI推進アクションプラン（平成28年5月18日 PFI推進会議決定）
PPP/PFI推進アクションプラン（平成２９年６⽉９⽇PFI推進会議決定)

⑨その他の分野及び分野横断的事項
・工業用水道事業へのコンセッション方式導入案件形成に向けた導入
可能性等調査５件を⽬標に実施する。（平成３０年度末まで）＜
経済産業省＞

経済産業省所管事項に関する記載なし

公共施設等の運営に⺠間の経営原理を導⼊する観点から、コンセッ
ション事業を集中して推進することが必要である。（中略）
【重点分野】
①空港、②⽔道、③下⽔道、④道路、⑤⽂教施設、⑥公営住宅、⑦
クルーズ船向け旅客ターミナル施設、⑧MICE施設

【本文】（２）新たに講ずべき具体的施策
公共施設等運営権方式が重点的に対象とする分野を、「成⻑対応
分野」と「⽔道、下⽔道、有料道路、公営住宅、公営発電施設、工
業用水道など・・・な分野（成熟対応分野）」に分類し・・・

経済財政運営と改革の基本方針 2016(骨太方針)
（平成28年６⽉２⽇閣議決定）

第２章 成⻑と分配の好循環の実現 ２．成⻑戦略の加速等
（２） 新たな有望成⻑市場の創出・拡⼤
③ ＰＰＰ／ＰＦＩの推進
公共施設等の整備・運営への⺠間のビジネス機会を拡⼤するため、（中略）
地域経済の好循環を促していく。これにより、「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラ
ン」に掲げる10 年間（平成25年度から平成34 年度まで）の事業規模目標21
兆円を目指す。

経済財政運営と改革の基本方針 2017
(骨太方針)（平成29年６⽉９⽇閣議決定）

「未来投資戦略2017」及び「ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン（平成29年
改定版）」に基づき、コンセッション事業等をはじめ、多様なＰＰＰ／ＰＦＩの活用
を重点的に推進する。



 工業用水道事業において、公共施設等運営事業を実施する際の手続の明確化等を⾏い、公共施設

等運営事業を導入する環境を整備するため、関係省令等の改正を⾏った。（平成29年3月31⽇施⾏）

⼯業⽤⽔道事業法施⾏規則（経済産業省令）

 事業申請書の添付書類の明確化

運営権者が工業用水道事業の許可申請（及び変更申請）を⾏う際に、運営権者と地⽅公共団体との責任分担等について

国が確認する観点から、申請書の添付書類に「公共施設等運営権実施契約書の写」を追加した。

 供給規程の届出書類の明確化

公共施設等運営事業を実施する場合であって、地方公共団体が工業用水道事業者として供給規程の設定（及び変更）を

⾏う場合に、届出書の添付書類に「公共施設等運営権実施契約書の写」を追加した。

 事業の休廃止届出（申請）書に、休⽌期間と休廃⽌時の理由を明記する欄の追加

運営権者が許可を取得する際、公共施設等運営権の存続期間に対応して地方公共団体が休止期間を設定するとともに、

公共の利益が阻害される（受⽔企業の操業等への影響等）おそれがないと認められることを国が確認できるようにする

ため、休止・廃止の届出（許可申請）書の様式を改めた。

 供給規程の認可に係る料⾦算定の明確化

運営権者が供給規程の認可を取得する場合に、料⾦の設定に当たっては、⼯業⽤⽔道料⾦算定要領の定めによることを

明確化するとともに、⼯業⽤⽔道事業者が⺠間の運営権者となる場合を想定し、総括原価⽅式を採⽤している他の事業

の例を踏まえて、「配当⾦」及び「法⼈税等」を総括原価の費⽤として追加した。

 許可に係る審査基準に公共施設等運営事業の実施関係を含むことの明確化

地方公共団体以外の者の許可に係る審査基準については、公共施設等運営事業の実施に係る場合も同審査基準を用いる

ことを、審査における明確化の観点から改めて明記した。

⼯業⽤⽔道料⾦算定要領（経済産業省告⽰）

⼯業⽤⽔道事業法に基づく経済産業⼤⾂の処分に係る審査基準等について（経済産業⼤⾂訓令）

コンセッション方式の明確化 省令等の改正概要



○工業用水道分野におけるPFI導⼊に向けて、協議会の設⽴やセミナーの開催、導⼊の⼿引きの作成
等の普及啓発に取り組んでいる。併せて、導入可能性調査等の実施により案件形成を図ってきた。

○現在までに４件の工業用水道への導入実績を有している。

導入可能性調査等の実施

導入実績

○PFI導入可能性調査 （工業用水道事業）【平成１６年度】

○⼯業⽤⽔道事業における⺠間活⼒活⽤検討調査
【平成２１年度】

○PFIを活⽤した事例に関する⽀援業務（公共施設等運営権を
活用した水道・工業用水道事業に関する検討支援業務」
【平成２５年度：茨城県高萩市】 ※内閣府事業

＜工業用水道＞
○埼玉県 ⼤久保浄⽔場排⽔処理施設等
整備・運営事業 【平成１６年】
※上水道施設と共用

○愛知県 知多浄水場始め４浄水場排水
処理施設整備・運営事業【平成１８年】
※上水道施設と共用

○愛知県 豊田浄水場始め６浄水場排水
処理施設整備・運営事業【平成２３年】
※上水道施設と共用

○愛知県 犬山浄水場始め２浄水場排水
処理及び常⽤発電等施設整備・運営事
業【平成２7年】
※上水道施設と共用

○新エネルギー・リサイクル等PFI推進協議会を設⽴【平成９年】
その後、平成14年にＰＦＩ／ＰＰＰ推進協議会と改称

○全国経済産業局PFI/PPPセミナーを、協議会と連携して開催
【平成１０年〜現在】

○工業用水道事業におけるＰＦＩ導入の手引き書を作成
【平成２９年】

普及啓発

工業用水道分野におけるＰＦＩの取組



• 現時点で事例がない

• メリットが不明

• PFIの必要性を感じない

• 事業規模が⼩さいので⺠間参⼊の可能性が低いと
思われる

• 現在の経営状況では実施が困難であると思われる

• まずは包括委託から検討したい

• 人員不⾜や知⾒がない

• ⺠間活⼒は浄⽔場の運転管理の包括委託で⼗分

• ユーザー企業との信頼関係

• 「豊富低廉」「安定供給」には公営企業という形が望
ましいと感じている。

• ダムや他の利⽔者などとの⽔利調整等があり、⺠間
企業等外部への委託が困難

• 工業用⽔道事業のあり⽅の⾒直しをしたい

工業用水道分野におけるＰＦＩに関するアンケート結果

（経済産業省調べ 平成28年度末時点）

PFIの導⼊事例 PFIの検討しない理由

H28

既に検討（実施）済みである。 15

現在、検討中である。 16

検討する予定はない。 191

H28

サービス購入型 14

独⽴採算型 10

ミックス型 3

無回答 10

重複回答 6

【Ｑ１】
ＰＦＩの活用について、これまでの検討状況
について回答してください。

【Ｑ２】
検討を⾏っている（実施している）事業類型
について回答してください。（複数回答可）



工業用水道分野におけるコンセッション方式を中心とした多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導
⼊を推進し、具体的な案件の形成を図るため、個別に⼯業⽤⽔道事業者との調整を⾏いなが
ら導⼊可能性検討を実施し、その結果を啓発資料等にまとめ、案件形成を促進する事業を実
施する。

平成２９年度 「工業用水道分野におけるＰＰＰ／ＰＦＩ案件形成促進事業」

【事業実施スキーム】

国

委託契約

※工業用水道事業者
コンサルタント等

工業用水道事業者

応募
（調査対象希望意思表示）

選定

工業用水道事業者

調査実施

自治体が調査対象として希望

提案者（事業採択者）と経済産業省が協議の上、調査対象者として決定

委託事業者

（※提案時、コンサルタント等が事前に調査対象として承諾をもらっている事業者等）

・みやぎ 型管理運営⽅式 導入可能性等調査の実施
・上工下デューデリジェンス調査業務の実施

宮城県の取組

・宮城県村田町四公共事業コンセッション等導入可能性調査の実施
（上⽔道、⼯業⽤⽔道、公共下⽔道、農業集落排⽔）

村田町の取組

（参考）内閣府支援事業 平成28年度補正予算



○インフラ需要は世界的に増加

○インフラ投資は、世界的に大きな市場となりつつあり、ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の活用は必須

○日本においてもＰＰＰ／ＰＦＩ手法の活用は重要な課題

○公共施設等運営権方式（コンセッション方式）の活用に期待

おわりに

【お問い合わせ先】

経済産業省 経済産業政策局 地域経済産業政策グループ

地域産業基盤整備課 佐々木、直井、森本

ＴＥＬ：０３－３５０１－１６７７

Ｍａｉｌ：kogyo-yosui@meti.go.jp

「工業用水道分野におけるＰＰＰ／ＰＦＩ案件形成促進事業」を通じて、工業用

水道分野へのコンセッション方式の案件形成に向けて取り組みます。

ＰＰＰ／ＰＦＩに関して、

要望・相談等ございましたら、下のお問い合わせ先まで御連絡ください。

ご静聴ありがとうございました。


